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ヨーロッパに於ける   

「日本の教育」研究の動向  

加 野 芳 正  

1．は じめ に   

戟後，日本が急激な経済成長を果たすと同時に他方では世界が狭くなり国際  

交流が盛んになったため，来日する外国人や日本に関心を持つ外国人研究者が  

増えた。戦前における外国人研究者の日本研究は，文学や伝統芸能（例えば能  

や歌舞伎）に主たる関心が集中していたが，戦後は経済や政治といった社会科  

学領域への関心が高まっている。実際に，オイルショックを乗り切り経済発展  

を続ける日本のなぞに迫ろうと思えば，経済はもとより，政治や社会，文化，  

日本人の心理構造，等に関心が向くのは必然であろう。日本の教育に対する関  

心もまた同様である。日本の近代化や経済発展に果たした教育の役割は，日本  

をライバルと感じるようになった先進工業国の人びとにとっても，また，日本  

をモデルとする発展途上国の人びとにも関心の的である。また，少ない犯罪の  

発生と社会秩序の安定，日本の子どもたちの高い学力も多くの外国人からみれ  

ば羨望の的である。アメリカの教育社会学者，C。ハーン（C。Hur。）が，（1）「ス  

プートニク・ショック後のアメリカではアメリカ教育批判のもと，ソヴェトと  

アメリカの教育の比較がしばしばなされたが，今日では日本の学校から学べと  

いうのが一・種の流行である」というのもあながち誇張ではないだろう。   

本研究は諸外国に於いて，日本の教育への関心が高まってくる中で，主とし  

てヨーロッパに地域を限定して「日本の教育」に関してどのような研究がある  

かをレヴューしようと意図している。ところで，諸外国で日本の教育がどのよ  

うにみられているか，このことを我々日本人が研究することにはどのような意  

義があるのだろうか。その一つは，日本の教育に関する客観的評価の為の指標  

を提供してくれるのではないかという点である。今日，教育改革論議がにぎや   
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かであるが，異文化圏の人々からみた「日本の教育」に対する意見や評価は，  

自分たちの教育を評価する上で大いに参考となるはずである。第二に，日本の  

教育に関する研究を通して相手国の教育課題を知ることができるという点であ  

る。日本の教育のある側面を研究テーマとすることは，その国の教育問題と全  

く無関係ではないと思う。諸外国の国々が，その国の教育改革を行うに当たっ  

て日本から学ぶものがあるとすればそれは何か，という点を知ることも国際化  

時代を迎えた今日，必要なことであろう。第三に日本の教育の国際化という点  

である。日本はこれまで欧米諸国から多くの教育制度や理論を輸入してきた。  

しかし，日本の一・方的な摂取吸収でない相互交流をすすめ，世界に参加する開  

かれた人間を育成するためには，日本の教育を世界に通じるようなものにしな  

ければならないし，そのためには広く世界からの助言を求める必要がある。（2）   

先行研究 80年代にはいって，諸外国で「日本の教育」についてどのような  

研究があり，日本の教育をどのように評価しているか，といういくつかの研究  

が出現してきた。それらは，  

1。新堀通也「外国人のみた日本の教育」，新堀通也編『日本の教育』東信  

望，1981年。   

2広島大学大学教育研究センター『日本の大学における外国人教員」1980  

年．   

3広島大学大学教育研究センター『日本の大学院教育に関する留学生の意  

見調査』1982年．   

4．市川昭午“American Perceptions ofJapanese Education”1984   

ハワイ大学・イーストウエストセンターでの国際会議，“Leaming  

fr・Om Each Other〝における報告書。   

5“市川昭午「外国人がみた日本の教育」『教職研修J1982年9月号～   

1985年8月号。ただし，全36回のうち，19，20，21固は岩木秀男が担当し  

ている。   

6民主教育協会rIDE．仙254：外国人の大学批判』1984年9月号。   

7民主教育協会FIDE．恥260‥諸外国からみた日本の教育』1985年4月  

号。   
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8「諸外国からみた日本の教育」研究会，代表．小林哲也『諸外国からみ  

た日本の教育』1985年 

である。また，それ以前には日本の教育に関心を持つ三人の外国人によって，  

「日本の教育」に関する体系的な欧文の文献目録が作成されている。これも，  

諸外国における「日本の教育」研究の動向を知る上での基本的な資料となるで  

あろう。具体的には  

1．Passin，Herbert，．hPaneseEducaiion：A BibZiogr卸h．y d■Mate－  

rialsin the EngIish Language．New York：Teachers College  

Press，1970   

2Passin，Herbert，Japanese Education：Guide to a Bibliography  

Of Materialsin the English Language，Com4）arative Educatton  

動融βぴ，Ⅵ）1．ⅠⅩ，恥1，1965 

3Ulr・ich Teichler＆ Friedrich Voss，BibliograPh．y on．hPanese  

EdlLCatio7L：Postwar jhbhcat10〃Si7Zl：T／bsterlZ La］tguageS，Verlag  

Dokumentation；Pullach beiMGnchen，1974  

である。  

2．ヨーロッパの日本研究  

ヨーロッパにおける「日本の教育」研究の動向を整理する前に，その背後に  

ぁる「日本研究」全般について簡単に整理しておきたい㌘）   

ヨ・一口ッパの日本研究は，幕末期におけるオランダのライデン大学以来の伝  

統をもち，戦前期の外国における「日本研究」の中心であったといっても過言  

ではない。そのことはアメリカの第一世代の日本研究者，例えばエドウィン・  

ライシャワー（E．Reischauer）やフユー・ボートン（H。Borton）が日本研究のため  

にパリ大学やライデン大学に留学している事実からもうかがうことができる。  

その当時，アメリカ国内では日本研究のために組織的トレーニングを施す機関  

は，まだどこにもなかった。ところが戦後アメリカが，大学の爆発的な増大と  

ともに日本研究を飛躍的に増加させたのに対して，ヨーロッパでは極めて緩慢  

な成長しかみせなかったために，その地位は完全に逆転してしまった（この点   
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に関しては拙稿「アメリカにおける日本研究の発達構造」，新堀通也編『学問  

の社会学』康信堂，1984年，214－235頁を参照のこと）。長い間ヨー一口ッパ  

では研究者が孤立して日本研究に従事していたために，日本研究者が相互にコ  

ミュニケーション を持はじめたのも，ここ10年釆のことでしかない。日本  

研究のための学会「ヨーロッパ日本研究学会」が創立されたのは1973年のこと  

である。これは，日本における国際交流基金の設立に呼応するという形で創立  

された。この学会は，未だ独自のジャーナルをもたないが，年2回のブレティ  

ンを発行し，三年に一・回大会を開催している。第1回目の会合は，1976年にス  

イスのチューリッヒで開催された。そして，85年には第4回目の会合がパリ大  

学で行われたが，そこでは120をこえるペーパー・が提出された。   

表1は，この学会のブレティンに掲載された，学会の国別会員数を示してい  

る○これによると，1982年現在26カ国（非ヨ・一口ッパの国々も若干含んでいる）  

267名が加盟していることがわかる。国別にみると，西ドイツ50人，イタリア  

47人，イギリス43人，オランダ17人，オーストリア15人，フランス14人，スイ  

表1．ヨーロッパ日本研究学会国別会員数  

国   会員数   国   会員数   

オ ー ストリ ア   15   オーストラリ ア   
ベ  ル ギ ー   2   イ ス ラ エ ル   5   

西 ド イ ツ   50   日  本   
ニュージーランド   

19   
ブ ル ガリ ア   2  

チェコスロノヾキア   3   バ ネ ス タ ン   

東ドイツ  USA  
デンマー 

3  

ク  9  

フィンランド  

フランス  14  

イギリス  43  

イタリア  47  
オランダ  17  
ノルウェー  3  

ポーランド  3  

ポルトガル  

スペイン  

スウェーデン  5  

スイス  12  

USSR  3  

ユーゴスラビア   合 計  267   

Bulletinof EAJIS，1982，P．8   
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ス12名であり，その他の国々では数名程度といった現状である。したがって，  

ナショナルレベルでの独自の日本研究学会を持つのも，ドイツ，イタリア，イ  

ギリス，オ・ラングの4カ国に限られている。   

表2は，ヨーロッパの中で日本研究者が比較的多い，西ドイツ，イタリア，  

イギリス，フランスにおける日本研究機関の設置状況を年代別にみたものであ  

る。これによると，日本研究機関の設置は60年代に数多くみられたことがわか  

る。とはいえ，その規模は決して大さくはなく，日本研究機関の7割は3名以  

下のスタッフから構成されているにすぎない。参考までにアメリカでは，7名  

以上のスタッフを持つ機関が4割にも達している。   

60年代に生じたヨーロッパの日本研究の特徴は，社会科学に力点を注ぎはじ  

めたことであろう。伝統的にヨーロッパの日本研究は古典に傾斜する傾向が強  

く，日本の現代の問題にアプローチすることが比較的弱かった。ところが，イ  

ギリスでは1963年，シェフィ・－ルド大学に日本研究センタ、－が，ドイツでは1964  

年，ボップム大学に東アジア学科が設立され，そこでは社会科学分野での研究  

に力点が置かれた。この両大学は，それぞれの国の中心的な日本研究機関であ  

るところから，古典研究と現代研究のバランスがとれてきたともいえよう。  

表2．．国別日本研究機関の推移  

フランス  西ドイツ  イタリア  イギリス   

－1850   0   0   

1851－1860   0   0   0   0   

1861－1870   0   0   0   

1871－1880   0   0   0   0   

1881－1890   0   0   0   

1891－1900   0   0   0   0   

1901－1910   0   0   0   

1911－1920   0   2   0   

1921－1930   0   0   0   0   

1931－1940   0   0   

1941－1950   0   2   0   

1951－1960   0   4   0   

1961－1970   3   5   4   2   

1971－   3   

total   10   14   8   6   

福岡ユネスコ，海外日本研究機関及び研究者要覧，1980より作成   
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3．博士論文からみた「日本の教育」研究の動向  

欧文博士論文からみた日本研究の全体的動向 「日本の教育」に関する研究  

は，単行本，雑誌論文，調査報告書など様々な形態をとって発表されている○その  

中で特に博士蘭文に着目していきたい。博士論文は各分野の最先端の研究の成果  

として書かれるものであるから研究の動向を比較的正確に反映すると考えられる。  

また，学位授与年や授与大学が明らかであるから，国別・時代別・大学別などの数  

量的把握が比較的容易となる。さいわいにして，世界各国の大学に提出された欧  

文による日本関係博士論文のはとんどはシュ．ルマン編集の「日本と韓国に関する  

欧文博士論文首録」（F．］．Shulman，（ed．），．hPan andKorea：An  

β甜由βgγα♪カ．γq／■仇雨中切上抽彫妬め0乃∫套乃Ⅳβざねγ乃エ〃乃gααg郎・」鳩77‾  

1969，Chicago‥AmericanLibrary Association，1970および  

F．J。Shulman，（ed。），LbctonZ Dissertaiions onノ卸an and Rbrea1969－・  

7こ一丁ご・：．・h．h柚両／いざl吊／叫よご叫・んl・一丁、）－ごご′心ト、、i′ 八一、、／げ′Jエ・川∫、J！′小こご、  

Seattle：Univ．of Washington Press，1982）に収められている。新堀通也  

は，この資料を分析することによって，諸外国における日本研究の全体的動向  

を整理している。教育という個別領域にはいる前に，その結果を少し紹介して  

おきたい（図1，表34）。   

図1は，日本関係博士論文数を時系列的にグラフ化したものである。第二次  

世界大戦中の減少を除き，論文産出数は順調に増加していることがうかがえる。  

こうした伸び率はとりわけ1960年以降著しくなっている。表3（A・B）は，こ  

うした日本研究の中心的な研究機関を探るという意味で，日本関係博士論文を  

50編以上産出しているアメリカの大学と，20編以上産出しているアメリカ以外  

の国にある大学とをみている。アメリカでは，コロンビア大，ハーバード大，ミ  

シガン大，カリフォルニア大バークレー校，スタンフォード大，シカゴ大等の  

順番となっている。他方アメリカ以外では，パリ大，ロンドン大，ソヴエト科  

学アカデミー東洋学研究所，ハンブルク大，ベルリン大，ミュンヘン大，ボン  

大等の順に続いている。合計のところからわかるように，アメリカの諸大学の  

占める割合は圧倒的であり，全体の694％に達している。表4は研究分野別に   
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1877 189019001910192019301940195019601970（年）  
図1 日本関係博士論文産出数の推移   

表3－A 主要大学の日本関係博士論文産出数の推移（アメリカ）  

大学名   年代  1877  19∝）  1910  1920  1930  1940  1950  1鋸0  1970  田    －1899  －1909  －1919  －1929  －1939  －1949  一－1959  －1969  －1979   
2  4  4  14  9  15  41  73  88  250  

コ ロ ン ビ ■7大                       （200）  （21．1）  （22．2）  （26．9）  （9．0）  （9．9）  （11．0）  （9．7）  （5．0）  （7了）   
0  2  2  4    22  44  68  鋸  247  

ノ、一 バ ート 大                       （0．0）  （10．5）  （11．1）  （7．7）  （11．0）  （14．6）  （11．8）  （9．0）  （5．4）  （7．6）   
2  2  0    凹  8  31  58  83  186  

ミ シ ガ ン 大                       （20．0）  （10．5）  （0．0）  （1．9）  （1．0）  （5．3）  （8．3）  （L7．7）  （4．7）  （5．8）   
カリフォルニア大  0  0  0  3  8  10  22  40  62  145   
バ ーク レ ー 校  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （5．8）  （8．0）  （6．6）  （5．9）  （5．3）  （3．5）  （4．5）   

0  0  0  5  10  7  24  32  46  124  
スタンフォ⊥ド大                       （0．0）  （0．0）  （0．0）  （9．6）  （10．0）  （4．6）  （6．5）  ．（4．2）  （2．6）  （3．8）   

0  0  3  5    12  21  23  41  116  
シ カ  ゴ  大          田             （0．0）  （0．0）  （16．7）  （9．6）  （11．0）  （7．9）  （5．6）  （3．0）  （2．3）  （3．6）   
イ エ ー ル 大  口  3  0  口  8  7  21  20  29  90   10 

（．0）  （158）  （0．0）  （1．9）  （8．0）  （4．6）  （5．6）  （2．6）  （1．7）  （2創   
ワ シ ント ン 大  0  0  0  0    4  5  22  51  83   
（シ ア ト ル）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （1．0）  （2．6）  （1．3）  （2．9）  （2β）  （2．6）   

ハ ワ   0  0  0  0  円  0  0  4  69  74  
イ  大                       （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （1．0）  （0．0）  （0．0）  （0．5）  （3．9）  （2．3）   

イ ンディアナ大  0  0  0  0  0  1■  6  22  45  74   0 
（．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．7）  （1．6）  （2．g）  （2．6）  （2．3）   

ウィスコンシン大  0  0  0  n  n  口  5  15  49  72   
マ ジ ソ ン 校  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （1．9）  （l．0）  （0．7）  （1．3）  （2．0）  （2．8）  （2．2）   
カリフォルニア大  0  0  0  0  0  口  3  17  46  6■／   
ロサ ンゼルス校  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．7）  （0．8）  （2．2）  （2．6）  （2．1）  
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年代  1877  1900  1910  1920  1930  1940  1950  1960  1970  計   －1899  －1909  －1919  －1929  －1939  －1949  －1959  －1969  －1979   

0  0  0  0  4  7  4  7  43  65  
南カルフォルニア大                       （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （4．0）  （4．6）  （1．1）  （0．9）  （2．5）  （2．0）   

0  0  4  山  3  付  3  21  31  64  
ニュ ーヨ ーク大                       （0．0）  （0．0）  （22．2）  （1．9）  （3．0）  （0．7）  （0．8）  （2．8）  （1．8）  （2．0）   

0  n  0  0  0  0  3  19  40  63  
ミ シガン州立大                       （0．0）  （5．3）  仙0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．8）  （2．5）  （2．3）  （2．0）   

0  0  0  0  0  3  6  凹  37  57  
ミ ネ ソ タ 大                       （0り0  （0．0）  伸0）  （0．0）  （0．0）  （2．0）  （1．6）  （1．5）  （2．1）  （1．8）   

0  0  0  0  2  0  3  12  39  56  
イ リ ノ イ 大                       （0．0）  （0．0）  （0．0）  （0．0）  （2．0）  （0．0）  （0．8）  （1．6）  （2．2）  （1．7）   

口  山  0  2  付  3  2  16  24  50  
ペンシルベエア大                       （10．0）  （5．3）  （0．0）  （3．8）  （1．0）  （2．0）  （0．5）  （2．1）  （1．4）  （1．5）   

4  6  5  15  29  49  128  276  835  1．347  
そ   の   他                       （40．0）  （31．6）  （27．8）  （28．8）  （29．0）  （32．5）  （34．4）  （36．5）  （47．7）  （41．7）   

計   10  19  18  52  100  151  372  756  1，752  3，230   （1（氾．0）  （100．0  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）   

表31－・B 主要大学の日本関係博士論文産出数の推移（アメリカ以外）  

大学名 年代  1877  1900  1910  1920  1930  1940  1950  1粥0  1970  計   －1899  －－1909  －1919  －1929  －1939  －1949  －1959  －1969  －1979   

3  4  2  5  17  13  凹   0  59  1 ′ヾ   り   大                2    4   （10．3）  （18．2）  （6．9）  （8．3）  （144）  （11．8）  （6．1）  （6．6）  （10．4）  （9．4）   
0  0  口  3  4  3  7  18  37  73  

ロ ン ド ン 大                       （0）  （0）  （3．4）  （5．0）  （3．4）  （2．7）  （3β）  （5．9）  （6．5）  （5．1）   
ソ過料一一アカデミー  0  0  0  0  2  5  19  5  釘  58   
東洋学研究 所  （0）  （0）  （0）  （0）  （1．7）  （4．5）  （10．5）  （1．7）  （4．7）  （4．1）   

0  0  0  7  8  5  9  13  14  56  
ハ ン ブルク 大                       凹  （0）  （0）  （11．7）  （6．8）  （45）  （5．0）  （4．3）  （2．5）  （3．9）   

ベ ル リ ン 大  2  口  2  6  12  7  4  6  15  55   （6．9）  （4．5）  （6．9）  （10“0）  （10．2）  （6．4）  （2．2）  （2．0）  （2．6）  （3．9）   
ミ ュ ン ヘ ン 大   2  円  山  H  3  3  7  14  12  44  

（6．9）  （4．5）  （3．4）  （1．、7）  （2．5）  （2．7）  （3．9）  （4．6）  （2．1）  （3．1）   
山  H  0  0  2  6  3  4  18  35  

ボ   ン   大                       （3．4）  （4．5）  （0）  （0）  （1．7）  （5．5）  （1．7）  （1．3）  （3．2）  （2．5J   
2  ライプツイ ンヒ大  2  3  5  3  13  5  0  円  U  3   （6β）  （13．6）  （17．2）  （5．0）  （11．0）  （4．5）  （0）  （0．3）  （0）  （2．3）   

0  0  口  0  3  3  2  9  12  30  
ウ ィ ー ン 大                       （0）  （0）  （3．4）  （0）  （2．5）  （2．7）  （1．1）  （3．0）  （2．1）  （2．1）   
ソ  ミ逆■アカデモー  0  0  0  0  0  0  0  16  12  28   
アジア義民族研究所  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （5．3）  （2．1）  （2．0）   

オンクスフォード大  0  0  0  0  0  2  付  7  16  Z6   （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （1．8）  （0．6）  （2．3）  （2．8）  （1．8）   
0  0  0  0  0  0  7  5  13  25  

モスク ワ国立大                       （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （3．9）  （1．7）  （2．3）  （1．8）   
25  モスクワ東洋学研究所  0  0  0  0  0  切  16  口  0     （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （7．3）  （8．8）  （0．3）  （0）  （1．8）   

ソ連科学アカデミー   
12  24   

0  0  0  0  0  0  2  10      送品琵品㌫  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （11）  （33）  （21）  （17）   

ボ ン フ ム 大  0  0  0  0  0  0  0  3  ZO  23   （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （1．0）  （3．5）  （1．6）   
レニングラード国立大  0  0  0  0  0  8  8  2  5  23   （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （7．3）  （4．4）  （0．7）  （0．9）  （1．6）   

0  0  5  5  13  23  
モスクワ国際関係大  0  0  0  0               （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （0）  （2．8）  （1．7）  （2．3）  （1．6）   
マールブルク大  0  0  凹  0  2  3  4  3  8 （1．4）  Zl   （0）  （0）  （3．4）  （0）  （1．7）  （2．7）  （2．2）  （1．0）   （1．5）   

0  0  0  0  口  2  7  4  7  
ケンプリ ′ ジ大                   （1．2）   

0  0  7  12  20  
オーストラリア国立大  0  0 （0）  ロ  0  0             （0）   （3．4）  （0）  （0）  （0）  （0）  （2．3）  （2．1）  （1・彗）   
そ   の   他  19  12  15  35  51  37  69  150  2三蒋  646   （65．5）  （54．5）  （51．7）  （58．3）  （43．2）  （33．6）  （38．1）  （49．5）  （亜．3）  （45．4）   
計   

29  60  118  110  181  303  570  1．422  
29  22                   （l00．0）  （1（氾．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （100．0）  （1阻0）   

出典，新堀通也編「外国大学における日本研究」9頁   
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表4研究分野の推移  

21  

1879  900  910  1920  930  940  1950  960  1970  計  
－1899  －1909  －1919、  －1929  －1939  －1949  ・・－1959  －1969  －1979   
2  2  向  H  15  18  17  74  127  261  

思 想・・宗 教                       （5．1）  （6．1）  （10．6）  （0．1）  （6．9）  （6．9）  （3．1）  （7．0）  （5．5）  （5．6）   

歴  
4  4  2  12  32  40  108  163  223  588  

史                       （10．3）  （9．8）  （4．3  （10．7）  （14．7）  （15．3）  （19．5）  （15．4）  （9．6）  （12．6）   

地  理  0  ロ  3  0  0  2  2  3  27  38   （0．0  （2．4）  （6．4）  （0．0）  （0．0）  （0．8）  （0．4）  （0．3）  （1．2）  （0．8）   
0  2  口  2  4  15  19  47  106  196   

王墓                      ふ＝  （0．0）  （4．9  （2．1）  （1．8）  （1．8）  （5．7）  （3．4）  （4．4）  （4．6）  （4．2）   

文  
2  2  2  4  7  6  31  58  146  258  

学                       （5．1  （4．9）  （4－3）  （3．6）  （3．2）  （2．3）  （5．6）  （5．5）  （6．3）  （5．5）   
3  ロ  山  6  3  9  10  34  100  167  

術                       （7て  （2．4  （21）  （54  （1．4）  （3．4）  （1．8）  （3．2）  （4．3）  （3．6）   

法 律 小 政 治  9  7  5  6  4  10  2  62  86  221   （23．1）  （17．1）  （10．6）  （5．4）  （1．8）  （3．8）  （5．8）  （5．9）  （3．7）  （4．8）   
外  

2  4  7  41  88  100  170  254  505  1，171  
交                       （5．1  （9．8  （14．9）  （36．6  （40．4）  （38．3）  （30．7）  （24．0）  （21．7  （25．2）   

経  
10  14  7  17  23  15  49  139  298  572  

済                       （25．6  （34．1）  （14．9）  （15．2）  （10．6）  （5．7）  （8．9）  （13．1）  （12．8）  （12．3）   
0  ロ  山  8  12  9  38  66  159  294  

人類学・社会学                       （0．0）  （2．4）  （2．1）  （7．1）  （5．5）  （3．4）  （6．9）  （6．2）  （6．8）  （6．3）   

教  
0  0  3  3  7  6  20  41  152  232  

恵                       （0．0）  （0．0  （6．4  （2．7）  （3，2  （2．3）  （3．6）  （3．9）  （6．5）  （5．0）   
0  0  0  山  d  5  16  36  128  187  

文 化 接 触                       （0．0）  （0．0）  （0．0）  仙9）  （0．5）  （1．9）  （2．9）  （3．4）  （5．5）  （4．0）   
0  ロ    3  9  13  20  32  48  184  310  

海外の日本人                         （0．0）  （2．4）  l（6．4）  （8．0）  （6．0）  （7．7  （5．8）  （4．5）  （7．9）  （6J）   
7  ロ  7  2  8  4  8  23  39  99  

科 学 技 術                       （17．9  （2．4  （14．9  （1．8）  （3．7）  （1．5）  （1．4）  （2．2  （1．7）  （2．1）   

医  
0  ロ  0  0  口  山  0  7  15  25  

療                       （0．0）  （2．4）  （0．0  （0．0）  （0．5）  （0．4）  （0．0）  （0て）  （0．6）  （0．5）   

他   
0  0  0  0  0  口  円  4  27  33  
（0．0  （0．0）  （0．0  （0．0）  （0．0）  （0．4  （0．2）  （0．4  （1．2）  （0．7）   

計   
39  41  47  112  218  261  553  1，059  2，322  4，652  

（100．0）  （100．0）  （100．0  （100．0  （100．0）  （100．0）  100．0）  （100．0）  （100．0  （100．0）  

出典，新堀適也編『外国大学における日本研究卦8貢  

みたものである。外交・歴史・経済等の分野で多くの博士論文の書かれている  

ことがわかるが，特に最近では，戦後日本の目ざましい経済発展の影響を受け  

て，経済，法律・政治，科学技術等の分野の論文が増加している0教育に関す  

る博士論文は232と全体の5％を占めている。尚，この「博士論文目録」は日  

本人や日系人の手によるものや，日本を含んだ比較研究も含まれている点を断  

わっておかねばならない。   

博士論文からみた「日本の教育」研究の世界的動向 表5は，日本に関する  

博士論文目録の中から教育の分野だけを取り出し，国別・時代別に分析したも  

のである。この表から二つの特徴をみいだすことができる0第一憺，近年「日  

本の教育」に関する博士論文産出のペースが加速されていることである。もっ  

と．もこの傾向は他の分野についても同様である。第二詣，アメリカが全体の   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



加  野  芳  正  

表5．国別・時代別「日本の教育」に関する博士論文  

22  

アメリカ  ドイ ツ  イギリス  ソヴエト  フランス  その他   

1910－19  

1920－・29  

1930－39  

1940－49  

1950－59   1（0）  1（0）   

1960－64  5（3）  2（0）  2（1）   

1（0）  1（0）   2（0）   

1970－74  44（4）  1（0）  3（0）  1（0）  2（1）   

1975－79  96（11）  6（0）  1（1）  

total  200（35）  16（5）  4（0）  5（0）  1（1）  9（2）  

靭（）内は日本人の手によるものの数を示している。   

86．2％と圧倒的割合を示していることである。全分野の博士論文4，652のうち，  

アメリカの占める割合は694％であるから，教育の分野における占有率の高さ  

が目立っている。これは，ヨー一口ッパの日本研究が伝統的に人文科学，あるい  

は古典に傾斜していたという点にも帰因すると思われる。   

アメリカ以外をみると，ドイツが16で一L番多く，イギリスは4，ソヴュトは  

5となっている。パリ大学というヨーロッパでは最も輝かしい日本研究機関を  

持ちながら，少なくとも1979年までフランスの大学からは日本人以外で一つの  

博士論文も産出されていない。もっとも，最近のミュリエル・ジョリベ氏によ  

れば，（4）氏自身の手による「日本経済に寄与する大学」と，フランソワ。サブレ  

氏の「塾・予備校・浪人・教育費を通じた社会的不平等の再生産」という二つ  

の博士論文が完成または進行中ということである。論文末の資料1は，イギリ  

ス，ドイツ，ソヴエト，その他のヨーロッパの国々で，誰がどういうテーマで，  

「日本の教育」に関する博士論文を書いたか，その目録を示したものである。  

各国どとに順に説明していこう。   

イギリス イギリスでは国際基督教大学で20年近くも教鞭をとっており，日  

本でも知名度の高いB．デューク氏の「日本の教員組合」がある。ただし，デュ  

ーク氏は1930年生まれのアメリカ人であり，州立ペンシルベニア大学を卒業し  

ている。後に彼がノ、ワイ大学出版会から出版した「日本の戦闘的教師たち」は  

この博士論文がもとになっており，これは1976年，市川博氏によって邦訳され   
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衰6イギリスに於ける日本研究者の  

研究領域と大学別分布  

23  

Field  （fstaげ  Total  

SOAS（1）  

Aston（1），Bradford（1），Manchester（2），  
Stirling（1），Warwick（1），LSE（1），  
Stirling／Strathclyde（1）  

0Ⅹford（1），SOAS（2）  

Bradford（1），Glasgow（1），Leeds（1），  
OU（1），0Ⅹ董ord（2），Reading（1），SheHield  

（1），WarWick（1）   

Aberystwyth（1），LSE（1），Manchester  
（1），NUU（1），Sussex（1）  

Bradford（1），LSE（2），SOAS（1）  

Durham（1）  

Cambridge（1），0Ⅹford（1），SheHield（1），  
SOAS（1）  

SOAS（1）  

0Ⅹ董ord（1）  

0Ⅹ董ord（1）   

LSE（1），Sussex（1）   

King’sC011egeLondon（1），Southa，mPtOn  

（1）  

SheHield（1），SOAS（1），Stirling（1）  

Aston（1），SOAS（1）   

ShefLield（1），SOAS（1）  

Cambridge（1），SOAS（1）  

Essex（1），Manchester（1），Newcastle（1），  
0Ⅹford（1），Sheffield（2），SOAS（1），York  
（1）  

GlasgOW（1）  

Cambridge（1），0Ⅹford（1），SOAS（1），  
Stirling（2）  

Sussex（1）   

Manchester（1），Sheffield（1），Stirling（1）  

U＼ヤ1ST（1）  

Anthropology  

Business Studies  

Drama  

Economics  

History  

－dipユomatic  

－eCOnOmlC  

－military  

－mOdern domestic   

－Pre－mOdern  

History of Art  

HistoryofThought  

Industrial   

relations  

International   

relations   

Languag・e  

Law  

Literature  

－mOdern  

－Pre－mOdern  

Politlcs  

5
 
4
 
1
 
 
 
4
 
1
 
1
 
1
 
 

8  

1  

5  

1  

3  

1  

Psychology  
ReliglOnS   

Science policy 
Soci0logy／social   
policy  
Townplanning  

出典 CambridgeReview，1985年5月号  
靭 SOAS＝ロンドン大学東洋アフリカ研究院   
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ている。イギリスにおける残りの三編は「日本の教育」を主眼にしたというよ  

り，比較研究の中に日本の教育が含まれているというものである。それらは，  

D．アンソニー「発展途上国における体育とスポーツの役割．」P．シャムサパリ  

ー「イラン・日本・アメリカにおける教育と経済成長の関連に関する比較研究」  

．J．シャーマ「教育と政治的安定一例証するケース・スタディを伴った教育と  

政治安定との間の関連の比較分析」である。   

結果的に，イギリス人で日本の教育に正面から取り組んで学位を取得した人  

はいないことになる。イギリスの日本プロパーは約50人はどいるが，その人た  

ちはどのような分野に関心を持っているのだろうか。表6は，1985年5月，ケ  

ンブリッジ・レヴューが日本特集を行い，その中でオックスフオ・－ド大学日本  

研究日産研究所，A．ストックウイン（A．Stockwin）が日本研究者の専門領域と  

大学別分布を示したものである。参考までにこの日産研究所は日産自動車の寄  

付により1979年設立された。ケンブリッジには，日本の経団連から寄付された  

講座がある。この表から，イギリスにおける日本研究は幅広いディシプリンを  

カバ1－していることがわかる。とくに経済学，ビジネス，歴史学，政治学等の  

領域で厚い層をなしている。が，研究領域に教育の項冨ほ存在していない。こ  

のことは，イギリスで「日本の教育」を専門に研究している大学人は一人もい  

ないということを示しているように思われる。   

イギリスといえば，「江戸時代の教育」「学歴社会一新しい文明病」など  

の著者，R．ドーア（R．Dore）氏がいる。彼は現在，技術変動センタ、－（Techni－  

calChange Centre）に勤務していて，大学に所属していないところからこ  

の表には含まれていない。もっとも大学に勤務していたとしても，この表でい  

えば，Sociology／SocialPolicyの領域に分類されたのではないだろうか。彼  

には教育分野以外にも，「都市のE］本人」「日本の農地改革」“British Factory  

－．Japanese Factory”等の著作がある。  

ドイツドイツの日本研究は戦前からの長い伝統があり，「日本の教育」に  

関する博士論文もアメリカに次いで多い16編を数えている。このうちの5編は  

戦前のものである。もっとも4編までが日本人の手によっている。日本人以外  

では，1935年に甘ジンマーマンが「封建時代の武士階級の政治教育」を著わし   
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ている。これは，徳川時代の武士階級の社会的地位，政治的立場，政治教育に  

焦点をあて，特に教育が政治的目的としての性格教育に力点を注いでいたこと  

を強調している。戦後になると全部で11編の博士論文が産出されている。それ  

らは，A∴ンェミット「現代の法と制令に照らした日本最初の高等学校と私立学  

校」H。ロドゥショースキー「進歩的・民主的共学一アメリカと日本における  

その発展と結果」 C．．ミュ・－ ラー「教育と産業の発展一日本のケ・－スにみら  

れるような産業発展に果たす教育システムの重要性」 関口礼子「ドイツと日  

本における女性のための教育一社会構造から導かれる差異と類似」L．鼠．ト  

ジオエ「ドイツにおける東アジア女子学生の規範の葛藤」 エジマ ．J．マサ  

コ「第二次世界大戦後の教育政策の分析における日教組」H．E．ハマ・－「国  

立九州大学と私立立教大学を中心にした第二次大戦後の日本の大学組織」U．  

タイヒラ1－「教育の拡大と地位配分一日本のケース」 ヤスイエイイチ＆J．  

バーンド「自然科学者と技術者のための日本語・－テクニカルランゲ・－ジのため  

の教科書の作成」D・シューマー「日本人がドイツ語を習う時に直面する言語的  

困難さの対照分析と外国語としてドイツ語を教えることへの貢献」F－アムケ  

「小原国芳の教育哲学一全人教育論の研究」である。この11編の「日本の教育」  

に関する博士論文が1979年までにドイツの各大学に提出されている。この中で，  

教育社会学の立場からすれば，ミュ・一ラー，エジマ，タイヒラ、－の論文が興味  

深い。ミューラー氏の「教育と産業発展」の研究は，第1に，1868年以前の日本  

の教育システム，第2に，1868年から第二次大戦までの教育システム（これは  

日本の文化的伝統と西欧精神の出会い，教育システムの組織化とその目的に焦  

点が置かれている），第3に，第二次大戦後の教育システムの改革といったよう  

に一方に日本の教育制度史を置き，それと産業発展との関連を考察している。  

エジマ氏の日教組の研究は，日教組の設立，イデオロギー，内部構造，他のグ  

ループとの関連，政策などが研究対象となっており，ロンドン大学に提出した  

B‖デコ∴一ク氏（B‖Duke）の日教組研究が歴史的研究であるのと比べれば分析  

視点を異にしている。むしろ，アメリカ人，D小サーストン（D．Thurston）の  

「日本の教員と政治」の分析視点と似ているように思われる。タイヒラー氏の  

研究は日本でもよく知られている。彼の研究は高等教育の地位配分機能の高ま   
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りに焦点をあてて，機会の平等，高等教育へのアクセス，大学システムとカ リ  

キコ．ラムの構造，戟後日本における高等教育と雇用の関連，等を分析している。   

ソヴエト ソヴエトでは「日本の教育」に関する5つの論文があるが，こ  

れはいずれも博士論文ではなく博士候補論文であることを断っておかねばなら  

ない。それらの五つとは，N．パイウソヴ「日本語教育の初期段階におけ解釈  

と記憶特性の方法論」M．D．ディオノブ「第二次世界大戦後の日本の一・般教育学  

校」E…チェ．トクラシィビリ「ソヴエトといくつかの資本主義国に於ける高等  

教育の結果としての専門家の数盈的増大」 G〃ステペンコ「日本の学校に於け  

る近代的数学教育の方法」 A小ソコロブ「日本における経済成長の要因として  

の教育」である。「専門家の数量的増大．」と，「経済成長の要因としての教育」  

は，教育社会学の立場からみて興味ある研究テーマであるが，体制の異なるソ  

ヴエトでは，どのように解釈し，評価しているのだろうか。たいへん興味のあ  

るところである。   

ところで，ソヴエトの日本研究にとって教育の領域はどのような位置を占め  

ているのだろうか。ソヴエトの日本研究全般についてみると80～100名ほどの  

かなりの専門家と17の研究所を擁し，日本と合衆国をのぞくなら他のいかなる  

国よりもその研究規模を誇っていると言われる。しかし，言語上，政治上の障  

壁により，この研究はソ連国内と東欧の地域外でははとんど知られていないと  

いう現状がある㌘し俄にソヴエトの日本研究はマルクス＝レーニン主義優越の  

もと，労働問題や農民問題，軍事問題，社会主義運動等がテ1－マとして設定さ  

れることが多く，文学にしてもプロレタリア文学が頻繁に紹介されている。そ  

うした事情もあって，日本の教育に関する研究は，さはど見るべきものがない  

ように思われる。   

表7は，E．キルビ、－（E．Kirby）の著作に依拠してf6）ソヴュト＝ロシアにお  

ける日本に関する出版物を「帝制ロシア時代」と「ソヴエト時代」に分けて示  

したものである。この衰からも，ソヴエトの日本研究は政治学・経済学・外交  

政策等に主眼が置かれていて，教育の占める割合は非常に少ないことがわかる。  

論文末の資料では，キルビ1－“Russian Studies ofJapan－AnExplo－  

ratory Survey”の巻末にある文献目録から日本の教育に関するものを抜き   
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表7ソヴエト・ロシアにおける日本に関する出版物  

27  

帝制ロシア疇代（1734－1917）   ソヴエト時代（1917－58）   

－・般・文献学  186 2％  ー・般・文献学  159 2％   

地理学・民俗学  96312％  地理学・民俗学  231 3％   

経済学  138716％  経済学  100316％   

哲学・倫理  11 0％  哲学  13 0％   

宗教  155 2％  宗教と教会  12 0％   

歴史学  183 2％  歴史学  202 3％   

政治学  566 7％  政治学  2718 48％   

外交政策  2657 33％  外交政策  355 6％   

国家・法律  50 1％  国家・法律  27 0％   

軍事  771 9％  軍事  244 4％   

教育・科学  298 4％  教育・科学  151 2％   

1General（14）   1General（8）   

2Ed00ation（154）   2”Education（33）   

3．Science（34）   3，Science（41）   

4．Cultural and Scienti董ic   4 Cultural and Scientific 

Iinkswithothercountries（26）   Iinkswithothercountries（51）   

5．鮎alth（47）   5Health（12）   

6…SpoTt（23）   6．Spoft（12）   

新聞  511％  新聞  35 1％   

文学  540 7％  文学  5鋸 9％   
言語学  85 1％  言語学  184 3％   

芸術  141 2％  芸術  152 2％   

ロシアの日本研究  183 2％  その他  296 5％   

合  計  8227100％   合  計  6366100％   

注，Kilby，Russian StudiesofJapan，1981．pp2－10により作成。  

表8 大学別，日本の教育に関する博士論文（USA）  

9南イリノイ  

10．オレゴン  

11シカゴ  

12ユタ州立  

13．イリノイ  

14 ウィスコンシン  

15ワイン州立  

4
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
 

1．南カリフォルニア  

2．ミシガン州立  

3“コロンビア  

4．ミシガン  

5スタンフォード  

6” UCLA  

7．カソリック  

8テキサス  

4
 
4
 
3
 
9
 
9
 
5
 
5
 
4
 
 

1
 
1
 
 
1
 
 

（注．日本人のものはのぞいている）   
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出したものである。この巻末の文献目録は革命以後，1975年・頃までの日本に関  

する主要な文献を網羅していると予想されるが，広義に解釈しても13，狭義に  

解釈すれば，戦前に書かれた，N．コンラッドの「日本の大学」「日本の学校」  

ぐらいのものである（資料2では広義に解釈した日本の教育に関する論文を掲  

載している）。   

資料1にはその他のヨーロッパの国々で産出された「日本の教育」に関する博士  

論文のリストも掲げているので参照されたい。アメリカの場合は数が多すぎるので  

省略した。そのかわり，産出数の多い方から，その大学名と授与数のリストを  

表にして示している（表8）。それによれば，コロンビア大学，南カリフォル  

ニア大学，ミシガン州立大学等が比較的多くの論文を産出していることがわか  

る。これらの論文の中には，日本の教育を論じたものばかりでなく，日本人留  

学生や日系人を対象にしたものも少なからず含まれている。興味深いのはハー  

バード大学で，日本研究全体ではコロンビア大学とともに最多を誇っているの  

に，教育の分野ではW．カミングス（W．Clユmmings）による「日本における大学  

教員市場の変容と大学改革．」一・編にすぎない。  

4．比較教育雑誌からみた「日本の教育」研究  

表9から表12までは，比較教育学に関する代表的な4つの雑誌の中で，日本  

を含めて各国の教育がどの程度研究の対象となっているかを見たものである。  

こうした作業を施した理由は2点ある。第1は，「日本の教育」が研究の対象と  

なる頻度から，世界の申での「日本の教育」への関心度がどの程度かを知る手  

がかりとなるのではないか，と考えたことである。江原武一恨，ERICの文献  

検索システムを用いて，日本はヨーロッパのフランスやドイツ，あるいはアジアで  

は中国よりもウェイトが低くなっていると結論づけているが，比較教育学の雑  

誌ではどうだろうか。第2に，これらの雑誌はその威信が比較的高く，したが  

って，そこに載っている論文の質も平均以上のものがあると予想され，「日本  

の教育」研究の動向を探る上で欠かせないものであると考えたことである。表  

9の“Comparative Education〝，表10の“Compare〝はともにイギリスの  

比較教育学雑誌で，後者はイギリス比較教育学会の機関誌となっている。“Com－   
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表9．Comparative Education（英）  

29  

1964～69  1970～74  1975～79  1980～85  合 計   

南北アメリカ  
USA   6   3  3   2  14   
カナダ  
ブラジル  

3  4  

メキシコ  

アジア・オーストラリア  

日本  3  2  2  7   

中 国  2  6   12   20   
インド  

3   3   3  10   
インドネシア  

2  3   

イスラエル  2  3   

オーストラリア   3  2  4  10   
ニ．ユージーランド  

ヨーロッパ・ソヴエト  

イギリス   10  4   9  5  28   
フランス   3   2   5   3   13   
ドイツ   4  8   6   7   25   
イタリア  3   5   

スウェーデン  
3  3   2   9   

USSR  6  4  2  12  
チェコスロバキア  
ポーランド  
ハンガリー  

1  

アフリカ  

ケニア  2  4   

南アフリカ  
2  

par・ative Education〝 には創刊以来，7編の日本の教育に関する論文が掲載  

されている。が，これはイギリス・フランス・ドイツといった国に比較してか  

なり少ない数字である。また，同じアジアの中国やインド，あるいはオ・－スト  

ラリアといった国々と比べても低くなっている。したがって，単にヨーロッパ  

で発行されているから日本の教育に関する論文が少ないというわけでもない。  

「中国の教育」に関する論文が多いのは，それに関する特集が組まれたことも  

原因となっている。一方，“Compare”をみると，「日本の教育」に閲した論  

文はわずか一つで，この雑誌にもヨーロッパ諸国，アメリカ，カナダは頻繁に  

登場するのに対して，「日本の教育」に関する論文は極めて少ないものとなって  

いる。   
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表10．Compare（英）  

30  

1968～74  1975～79  1980～84  合計   

南北アメリカ  
USA   2  6   3   

カナダ  5   2   7   

ブラジル  

メキシコ  

アジア・オーストラリア  

日本  

ヰ国  2  4  

インド  

インドネシア  

イスラエル  2   

オーストラリア  2   

ニ．ユージーランド  

ヨーロッパ・ソヴエト  

イギリス  2   9   

フランス  3   4   8   

ドイツ   3   6   6   15   
イタリア   3   5   

スウェーデン   3   5   9   

USSR  4   6  

チェコスロバキア  
ポーランド  
ハンガリー  

アフリカ  

ケニア  

南アフリカ  

表11は，アメリカ比較教育学会の機関誌である“Comparative Education  

Review〝でこのことをみたものである。それによると，日本の登場する頻度  

はカナダ，フランスとともに7番目であるが，やはり中国やインドよりも少な  

いものとなっている。先のイギリスの雑誌も含めて，最近の比較教育学の雑誌  

では，特定の国を紹介したり分析した論文は載りにくくなっているとともに，  

低開発国への配慮が働いているようにも思われる。“Comparative Educa」－I  

tion Review〝では，初期の頃はソヴエトに関する記述が非常に多かったが，  

最近では激減している。これは西側諸国の間でソヴエト教育への関心が薄らい  

できたためとも言えよう。   

東ドイツで発行されている“Vergleichende P芸dagogik〝は西側で発行さ   
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表11”Comparative EducationReview（米）  

31  

1957・、ノ64  1965・・、ノ69  1970～74  1975～79  1980～84  合計   

南北アメリカ  
USA   17   7   2   4  4   34   

カナダ   6   4  12   
ブラジル   2  3  2   7   

メキシコ  2  3  

アジア・オーストラリア  

日本  8  3   2  3  12   

中 国   5   6   4   7   23   
インド   2   3   5   2   5   17   
インドネシア   3   2  5   

イスラエル   2  3   8   

オーストラリア   4  6   

ニコ．－ジーランド  3  5  

ヨーロッパ・ソヴエト  

イギリス  17   12  5   6  41   
フランス   4   3   3   12   
ドイツ   14   8   4  3  30   
イタリア   6   8   

スウェーデン   2   3  3   10   
USSR   28  10  3  2  43   
チェコスロバキア  
ポーランド  
ハンガリー  

アフリカ  

ケニア  2  5   

南アフリカ  5  2  7   

れている3つの雑誌と傾向を異にしている。共産圏で発行されていることもあ  

って，東欧諸国及びソヴエトの記述が多いこと以外に，「日本の教育」に関す  

る論文も9編とかなり多い。同じ共産圏に属しながら，中国の教育に関する記  

述は1編のみである。日本の教育に関する記述の多さは，博士論文でもドイツ  

が多かったように，ドイツの日本への関心の強さのあらわれかも知れない。   

論文末の資料3は，この4つの比較教育学雑誌に掲載された「日本の教育」  

に関する研究論文のリストである。“Comparative Education〝と“Com、  

pare”というイギリスから発行されている2つの雑誌に掲載された8編は，  

E．キング「日本における教育の発展と社会問題」B．デュ・－ク「日本とアメリ  

カの高等学校における太平洋戦争」 池田秀男「日本の高校生の大学アスピレ   
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表12Vergleichende P芸dagQgik（東独）  

32  

1963′～69  1970へイ4  1975～79  1980～84  合計   

南北アメリカ  
USA  5  8  2  4  19  

カナダ  
ブラジル  

メキシコ  

アジア・オーストラリア  

日本  5  3  9   

中 国   
インド  3  

インドネシア  

イスラエル  

オ■－ストラリア  
ニュージーランド  

ヨーロッパ・ソビエト  

イギリス   2  2  6   

フランス   2   3   4   10   
ドイツ   如   22   28   27   118   

イタリア   2   

スウェーデン   2  2  5   

USSR   12  13   20   16   61   
チェコスロバキア   6   3   7   6   22   
ポーランド   4   6   4   15   
ノ＼ンガリー  3  4  12   6   25  

アフリカ  

ケニア  

南アフリカ  2   

－ションとキャリア観」 N．シマハラ「日本における大学入学試験のための社  

会化」 小林哲也「1980年代になって一日本の事例」 N巾シマハラ「日本の  

マイノリティの平等化の方向一部落民の事例」 R小カンタ・－「職業教育と訓  

練一日本人のアプローチ」 G．ベレディ「比較の観点からみた政治上の学生  

不安のタイプーブエノスアイレス・東京・パリ・バルセロナ」である。しか  

し，このうちでイギリス人はE・キングとR・カンターの2名にすきず，残りは日  

本人，日系アメリカ人，アメリカ人である。逆にイギリス人がアメリカから発  

行されている，“Comparative Education Review〝に「日本の教育」に関  

する論文を掲載している事実はない。このことはアメリカの層の厚さを物語っ  

ているようにも思える。“Comparative Education Review〝に掲載された   
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「日本の教育」に関する論文は次の17編である。  

D．アダムス「日本における道徳教育の再生」 新堀通也「日本の道徳教育に関  

する歴史的・社会的ノート」 ミツハシセツコ「身体的世界の概念とイメ1－ジ  

ー日本とアメリカの生徒の比較」 B．デュ・－ク「日本の戦後教育のアイロニ  

・－」 P．アルトバック「日本の学生と日本の政治」 小林哲也「日本の学校の  

訪問のし方」G。ベレディ「ソヴエト教育に関する日本の研究」B。デェ．－ク「日本  

において道徳教育を教えるた．めの新しい基準」H。バッシン「日本の教育一英語  

による文献への招待」 小林哲也「日本の近代教育の基礎としての徳川時代の  

教育」 フセトヨマサ「日本のスチューデント・ラテイカリズム一文化革命  

か」 N．ソン「徳川時代における教育の近代化一加賀藩の事例」 喜多村和  

之・W．カミングス「ビッグ・パンセオリーと日本の大学改革．」 B．デューク  

「統計からみた戦後日本の教育の動向」 W．カミングス「戦後日本教育の平等  

主義的変質」J．ホーキンスl‾教育要求と制度的対応一日本の同和教育．」  

C．ルウィス「日本の看護学校における協調と統制」   

他方，東ドイツで発行されている“vergleichende P芸dagogik〝に掲載  

されている9編の論文は，「日本の比較教育学会」「日本の比較教育学会の発展」  

「日本の学校システムと教育についてのいくつかの情報」「戦後日本の教育運  

動における日常生活との結びつきの問題」「今日の日本における職業訓練に関  

して」「日本の職業訓練」「日本の教育制度における入学試験の批判」「日本  

における平和精神の教育．」「岐蕗に立つ日本の学校．」である。総じてこれらの  

論文はペ、－ジ数も短かく，社会科学的分析のメスを加えられているともいいが  

たいように思われる。注目されるのは，この雉誌が刊行された直後に，日本の  

教育に関する論文が数編掲載され，その後10年はど途だえていたのが，80年代  

にはいって再び掲載され始めていることである。  

5一．ERtC文献検索からみた「日本の教育」研究の動向  

これまで，博士論文や比較教育学雑誌という，比較的質が高いと思われる論  

文の中での「日本の教育」研究の動向を探ってきた。今度はもう少し範囲を広げ，  

他の－・般的なジャーナルも包含した形で，どのような「日本の教育」に関する   
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ペーパーがあるかを探っていきたい。そのためにERIC（EducationalReso－  

urcesIn董。rmati。n Center）（6）を利用して「日本の教育」に関する文献検索  

を行なった。周知の通り，ERICは英語の文献を，アメリカを中心に収録した  

データベースであるが，英語で発表された他の国々の論文も含まれてい  

ると予想され，そうであれば，ヨーロッパの「日本の教育」研究の別の  

側面が探れるのではないかと考えたからである。操作としては，Japan・Ja－  

panese＋education・SChoolをキーワ1－ドとして検索した。尚，具体的な業  

務は日本の代理店の一つである紀伊国屋に依頼した。江原武一・ほ1979年から糾  

年までの5年間の調査をすでに行なっているが，本調査では検索期間を限定せ  

ず，ERICシステムが開発された1966年より現在までを調査した。その結果が  

表13から表15までに示してある。   

表13はその件数についてみている。それによれば，キ・－ワ・－ドだけだと1966年か  

ら現在（1985年9月）まで944件，キーワード・タイトルだと1015件，キーワード・タイ  

トル・アブストラクトだと1672件という結果が出ている。それらのすべてをプリン  

ト・アウトして吟味してみると，「日本の教育」とは関係ないのではないかと  

思われるものも相当はいっている。したがって，これはあくまで機械的に操作  

して出てきた結果にすぎないことをお断りしておかねばならない。   

これを年代別にみたのが表14であるが，博士論文のように近年急速に増加し  

ているとはいえない。これは収録されている雑誌が約780と限定されているこ  

とによると考えられる。   

表15はこれを出版国別に分壊したものである。本・報告書・会議用レポート  

等，雑誌論文以外のものをみてみると，イギリス13，フランス51，ドイツ7な  

どとなっている。ただし，フランスの51はすべてOECDとユネスコから出され  

たものである。タイが43と多いのもユネスコの出版物が含まれているからにす  

ぎない。本・報告書・会議用レポートなど，論文以外のものはその geOgra－  

Phic sourceがかなり明確であるので，国別にみた数の把握が容易であるが，  

ジャーナルの方はそのような情報が記載されていない。したがって，その雑誌  

がどこで出版されているかを，外国雑誌総合目録やウルリッヒの“internatio－  

nalperiodica掩dictionary〝で調べるという作業を行なった。しかし，かな   
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表13ERICによる「日本の教育」件数  
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1966一現在   1975－・現在   

Description  
（キーワード）  

944   616  

キーワード・タイトル  1015   645   

キーワード・タイトル・  
アブストラクト   1672   1050   

表14年代別件数  

DocumentType  

Journal   Book，ReFX）rtProiect  

Article   Describtion，etC   

1985   16   
1984   45   46  
1983   52   75   
1982   44   79   
1981   46   75   
1980   24   81   
1979  27   58   
1978   38   69   
1977   23   48   
1976   25   73   
1975   39   65   
1974   40   57   
1993   36   45   
1972   24   69   
1971   18   67   
1970   22   51   
1■969   28   40   
1968   2  31   
1967  27   
1966以前  62   
合計  550  1118  

り判明できなかったので，表では不明の項の数字が大きくなっている。わかった範囲  

内では，オランダ17，イギリス27，フランス3，等の結果がでている0この中には，  

視聴覚教育，語学教育，数学教育等の内容を持つ論文が含まれている。また，  

“教育ママ〝といったジャーナリスティックな論文もある0教育学・教育社会  

学の立場からみて興味深いものをいくつか拾いあげてみると，H。Perkin，Bri－  

tain andJapan：Two Roads toHigher Education，HigherEducation  

Rev吏ew，1981，M．Houser，Learning fromJapan：A Case Studyin   
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表15．出版の国別分類  

36  

DocumentTy拝さ  

JouI■nal   Book，  
Article   R印Or・t，他   

ア メ リ カ   353   816   

日  本   3   116   

イ ギ リ ス   27   
フ ラ  ン ス   3   51   

ド  イ   ツ   7   

オ ラ ン ダ   12   2   

ス  イ   ス   5   9   

カ  ナ  ダ   6   14   

オ・－ストラリア   5   13   

タ  イ   0   43   

そ  の  他   23   

不  明   119   15   

Comparative Economics，励onoTnics，1980，CBenn，Japan：The  

Land of the≠Education Mama〝Times朗ucationalStmlement，1978，  

GCAllen，Education，Science and the Economic Development o董  

Japan・0ギ／brdReuiewqr Bktucation，1978，JlGrisdale，A Stepping  

Stone to Status，TiTneS Educationql SuppleTnent，1974，等がある。尚，  

ERICの文献検索による資料は膨大なものであるので，詳しくは別の稿を設け  

て詳しい分析と紹介を行ないたいと思う。本報告では簡単な概要を述べるにと  

どめておきたい。  

6．おわりに   

アメリカと比較すれば，ヨーロッパにおいて「日本の教育」に関心を持つ研  

究者ははるかに少ない。アメリカでは，戦時中の軍制日本語学校や戦後の占領  

および朝鮮戦争を契機として日本との関わりを持つ者が多かったこと，日米関  

係が非常に密接化してさたこと，大学の拡大によって日本研究者を多数吸収し  

たこと等により，日本研究が飛躍的に拡大した。それに対してヨーロッパでは，  

例えば戦時中SOASにおいて日本語訓練が行なわれたりもしたが，－・般にはア   
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メリカのような，日本研究の発展のための社会的条件を欠いていた。とはいえ，  

近年ヨーロッパにおいても「日本の教育」に関心を持つ研究者が少しずつ増加  

しているのも事実である。ヨーロッパの人たちが「日本の教育」研究で扱うテ  

ーマをみると，やはり，日本の経済発展と教育の関連性を問題にしたものが多  

いように思われる。と同時に，それと裏腹の関係にある，学歴病，教育ママと  

いった病理的側面に焦点をあてた論文も散見される。日教組や同和問題をテー  

マにした論文もみられるが，こうした政治的に微妙な問題は，日本人だとなか  

なか研究テーマとして設定しにくい。それに対して外国人の場合は比較的自由  

に研究を進めることができるように思われる。他方，マスコミを賑わした，青  

少年の自殺，非行，校内暴力，いじめ等の問題は全くといっていいはどふれら  

れていない。これらの問題は国内的には大きな社会問題であっても，国際的に  

みればさはど珍しい現象とは言えないのかも知れない。－・般に，初等・中等教  

育や青少年の問題よりも，高等教育やそれと関連した人材の選抜と配分，経済  

成長といった点に，ヨーロッパの人たちのより大きな関心が向いているように  

思われる。日本の国際的地位の向上を考えれば，今後とも「日本の教育」に関  

心を持つヨーロッパの人々は増加するものと予想される。   
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堂，1986年，N．カネコ「西ドイツにおける日本学の現状」『日本学報』第1号，大   

阪大学文学部日本学研究室，1982年，その他がある．  
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肋260』1985年4月号，41へノ47貢」  
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7．ERICについて詳しくは，「ERIC：DIALOG情報検索サービス」 丸善   

MASISセンター参照のこと．  

〔付記〕本稿は，第37回日本教育社会学会（於，お茶の水女子大学，昭和60年10   

月3日～5日）において行なわれた国際シンポジウム『諸外国における「日本の   

教育」研究の動向」で発表した原稿を加筆・修正したものである。このシンポジ   

ウムでは他に，H．K．Nisbio（トロント大学）がF北米における「日本の教育」   

研究の動向」を，陳永明（上海華乗師範大学比較教育研究所）が，㌻中国におけ   

る「日本の教育」研究の動向Jを，それぞれ発表した。   

資料の収集に関して，広島大学教育学部教育社全学研究室の助手および大学院   

生の方々から多大の御援助をいただきました。厚く御礼申し上げたいと思います。   

尚，本稿は－・般教育部の村瀬教授および武重助教授のおすすめにより執筆させ   

ていただきました．   

38  

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



ヨt一口ッパにおける「日本の教育」研究の動向  39  

料   
1   

「日本の教育」に関する博士論文   

（注：英語訳はシェルマンによる）  

イギリス   

DUKE，Benjamin C．  

TheJapan TeachersUnion：TwentyYearsof Militancy，1947p1967・  

Univ．．of London，1969 

ANTHONY，Donald Wi11iamJames．  

TheRole ofPhysicalEducation andSportinDevelopingCountries．  

Univ…Of Leicester，1971小  

（日本と北朝鮮が簡単に検討されている）   

SHAMSAVARY，Parisima．  

A Comparative Study of the Relationship between Education and  

Economic GrowthinIran，Japan and the U．S．A．  

Univ．of London，1972．   

SHARMA，Jagdish Chander．  

EducationandPolitica王Stability：AComparativeAnalysisofRela－  

tionshipbetweenEducationandPoliticalStabilitywithIllustrative  

Case Studies．  

Univ．．of London，1972． 

（ケース・スタディの中に日本が含まれている）  

ド イ ツ   

TAKEMAYE，Riotaro  

The Modernization of theJapanese EducationalSystem duringthe  

Past Fifty Years．  

Juna，1929．   

MURAKAMI，Komao  

TheJapaneseEducation System．  

Giessen，1934．   

ZIMMERMANN，Herbert．  

The Political Education of the Samurai Class during the Feudal 
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Periodけ  

Leipzlg，1935．  

FUKUKAWA，Jiryo．  

Samur・aiand Bodhisattva：TheJapanese EducationalIdealDeter－  

mined by Means of Buddhist Ethics．  

Heidelberg，1939． 

MIYAZAWA，Jiro  

The EducationalSystem duringthe Tokugawa Period：Its Cultural  

and SocialHistoricalAspect．  

Ber1in，1942． 

SCHMITD，Erwin Alfred   

Japan’sFirstHigherSchooIsandFirstPrivateSchooIsintheLight  

Of Contempor・ary Laws and Decrees． 

Miinchen，1956． 

I，ODUCHOWSKI，Heihrich．  

ProgreSSive，Democratic Coeducation：Its Development and Conse－  

quencesin the United States andinJapan．  

Tr・ier・，1960．  

MULLER，Christa．  

EducationandIndusrtialDevelopment：TheImportanceoftheEdu－  

CationalSystem forIndustrialDevelopment as Seenin theCaseof   

Japanり  

Frankfult，1964 

SEKIGUCHI，Reiko Watanabe．  

UniversityEducationforWomeninGermanyandJapan：Differences  

and Similarities Resultingfrom theSocialStructure．  

Westfalische Wilhelms－Universit益t M琶nster，1969．  

TJIOE，Loan Eng・．   

Conflictsin Norms of EastAsian FemaleStudentsin Germanyu  

Rheinische Rriedrich－Wilhelms－Univer・Sit益t Bonn，1971．  

EJIMA，Johanna Masako   

TheJapaneseFederationofTeacher，sTradeUnions（Nikky6so）inan  

AnalysISOfEducationalPolicysinceWorldWarⅡ．Universitat K6In，  

1975．   
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HAMER，Heyo Erke  

TheOrganizationofUniversitiesInstitutionsofHigherLeamingin  

JapanAfterWorldWarⅡwithPerticulerReferencetoKyush5Uni－  

verslty，aNationalUniverslty，andtoRikky6University，aPrivate  

University．  

Gesamthochschule Essen，1975．，   

TEICHI，ER，Ulrich Christian  

EducationalExpantion andStatusDistribution：TheCaseofJapan・  

Universitat Bremen，1975．   

YASUI，Eiichi，andJ浅rgen BERNDT  

JapaneseforNaturalScientistsandTechnicians‥Creationof aText－  

b00k for theJapanese TechnicalLanguage．  

Humboldt－Universitat zu Ber1in，1978．   

SCHUMER，Dietrich  

AContrastiveAnalysisofLinguisticDifficultiesFacedbyJapanese  

PeopleLearningGeman：AContributiontotheTeachingofGerman  

as a Forelgn Language，  
Philipps－UniversitAt Marburg，1979小   

EHMCKE，Fr・anZiska  

TheEducationalPhilosophy of Obara Kuniyoshi，Set Forthin the  

zenjin ky6ikuron：A Contribution to EducationinJapan・  

Universitat Hamburg，1979。  

ソヴエト   

PAIUSOV，N．G．  

TheMethodologyOfExplainingandRetainingCharactersduringthe  

Beginnlng Stage of TeachingJapanese．  

Moscow，Voennylinstitutinostrannykhiazykov，1953．   

RODIONOV，M．L．  

GeneralEducation SchooIs ofJapan after the Second World War．  

Moscow，Nauchnoissledovatel’skiiinstitut teorilpedagogikiAkade－  

milpedagOgicheskikhnauk SSSR，1967．   

CHUTKERASHVILI，EvgeniiVasil’evich  

TheIncreasein the Number of Specialists as a Result of Higher  

Educationin the USSR and SeveralCapitalist Countries．   
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MoskovskiigosudarstvennypedagOgicheskiiinstitutimeniV．Ⅰ．Le－  

nina，1970．．   

（日本の教育も含まれている）  

STEPENKO，G．Ⅴ．   

Ways of ModemizingMathematicalEducationin the SchooIsin   

Japan 

KievskiigOSudarstvennylpedagogicheskiiinstitut，1975．  

SOKOLOV，A．Ⅰ．  

Education as a Factor ofEconomic GrowsinJapan．  

Moskovskiigosudarstvenny universitetimeniM．V．Lomonosova，  

1975．  

4  

他のヨーロッパの国   

TURRI，Arrigo Claudiano，0。M．F 

ReligiousInstruction about the Eucharistin the Early Church of  

Japan asTaughtin Particular・by theFranciscans．  

Santo Tomas，1960．（イタリア）   

POSTLETHMAITE，Neville  

SchoolOrganization and Student Achievement：A Study Based on  

Achivementin Mathematicsin Twelve Countries．  

Stockholm Universitat，1967．（ベルギー）   

TORRES DE CRUZ，Gladys M．  

The Direction and Coordination of Educationin the First Levelof  

Studies：ComparativeStudy of the Problemin Eng－1and and Wales，  

Spain andJapan 

Universidad Complutensede Madrid，1970．（スペイン）   

SEIWA，Hiroko  

PhysicalEducationandSportsforChildrenandAdolescentsinJapan  

and Poland．  

Akademia Wychowania Fizycznegoim．gen．K．Swierrczewskieg－O W  

Warszawie，1972．（ポーランド）   

NOONAN，Richard Donald 

SchooIResources，SocialCla岳s and Student Achievement：A Com－  

parativeStudyofSchooIResourceAllocationandtheSocialDistri－  

bution of Mathematics Achievementin Ten Countries 

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



ヨ・一口ッパにおける「日本の教育」研究の動向  43  

Stockholmes Universitet，1976．（ベルギー）  

NAKAMURA，Sachiko  

ContributiontotheStudyofProsodicInterferences：Acousticaland  

PerceptlOnalAnalysIS OfJapanese SpeakersExpresslngThemselves   

in French．  

Universite de ParisIII，1979．（フランス）  

料   
2  

ソヴエトの「日本の教育」研究   

（注：英語訳はキルピーによる）   

Kilby，Russian Studies ofJapan－Bibliography pp151－217より．  

ARSKAYA，L．P．  

The Technicaland ScientificIntellig・enSiainJapan（33pp），1974．   

BUDKEV‡CH，S．L．  

Japan：ProblemsofAcademic“Freedom”andtheResponsibilityof  

HistorianS tO Society（15pp）  

Peoples of Asiaand AfrIica，2．1964．   

KONRAD，N，Ⅰ．  

Japanese Universities（12pp）  

The Scientific Worker，7－8．1926，  

KONRAD，N．Ⅰ．  

EducationinJapan  
Japan：A Collection of Article，1934．   

KONSTANTINOV，Ⅴ．M．  

TheFirst Major・JapaneseAcademicWorkon Russia（10pp）  

Peoples of Asia and Africa，4．1964．   

LAVRENT’YEV，B．P，  

JapaneseSelf－taught（128pp）  

Asiaand Afr・ica Today，1－12．1968．   

NIKOLAYEV，N．S．  

TheJapaneseInterior（6pp）  

Decorative Art of the USSR．1964．   
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RYABKIN，A．．G．withI，．A．Dobachev and N．G．．PaYuSOV   

Japanese－Ianguage Teaching Materials，Multigraphed，1964，65．  

RYABKIN，A．．G．with N．G．Payusov and others  

Golovnin：TextbookofJapanesefor ContinuingStudents，Pts．1and  

2．1973．  

SHARKOV，A小M．   

TheProgressiveYouth ofJapanin theStruggleforPeace and the  

NationalIndependence of the Country（9pp）  

The Young BoIshevik，12．1952．  

TIKHVINSKI，S．L．   

ChinaStudisinJapan Today（7pp）  

Soviet Sinology，1．1958ル  

TOPEKHA，P．．P 

AnExtentionofAcademicIinksbetweenEasternand Western Coun－  

tries（12pp）  

Report on Tokyo‘East－West’symposium1958． 

4  

料   
3  

比較教育学雑誌の中の「日本の教育」研究  

Comparative Education（イギリス）   

EDMUNDJ．King．  

EducationalProgress and SocialProblemsinJapan．  

Vol．1No．2，1965．   

BENJAMIN C。Duke  

ThePacificWarinJapanese and AmericanHighSchool：A Compar－  

ison of the Textbook TeachingS．  

Vol．5No．1，1969．   

HIDEOIkeda．  

Colleg・e Aspir・ationand Career Per・SpeCtives AmongJapaneseSenior  

Secondary Students 

Vol．5No．2，1969．   
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NOBUO K．Shimahar・a．  

SocializationforCollegeEntr・anCeExaminationinJapan・  

Vol．14No．3，1978．   

TETSUYA Kobayashi  

Into the1980s：TheJapaneSe Case．  

Vol．16No．3，1980．   

NOBUO K．Shimahara  

Towar・dtheEqualityofaJapaneseMinority：theCaseof Buraku－  

mln．  

Vol．20No．3，1984．   

LEONALD Cantor 

VocationalEducation andTrainlng：theJapanese Approach．  
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